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開発許可の手引き改訂箇所新旧対照表（2017 年 4 月 1日） 

No. 新 旧 備考 

1 

事務編 18 ページ 

(1)  開発許可と他の法令との調整 

①  開発許可を要する開発行為が、農地法により転用が制限

される土地について行われる場合には、開発許可と転用許

可とは原則として同時に行うので、松江市農業委員会事務

局と調整を図ること。 

なお、4ha 以上の農地転用については中四国農政局と事

前協議の上、市長の許可が必要となる。 

 

事務編 18 ページ 

(1)  開発許可と他の法令との調整 

①  開発許可を要する開発行為が、農地法により転用が制限

される土地について行われる場合には、開発許可と転用許

可とは原則として同時に行うので、松江市農業委員会事務

局と調整を図ること。 

なお、2ha 以上 4ha 未満の農地転用については中四国農

政局と事前協議が、4ha 以上の農地転用については大臣許

可がそれぞれ必要となる。 

 

 

変更 

2 

事務編 33～34 ページ 

編

冊

順

序 

書     類     名 備             考 

１ 
開発行為許可申請書 

別記様式第 2 又は第 2 の 2 

正副ともに押印すること 

２ 
設 計 説 明 書 

様式第 3 号 

公共施設の管理予定者欄は必ず記

載すること 

３ 開 発 区 域 位 置 図 

縮尺 10,000 分の 1 以上 

開発区域は朱線で枠どり 

著作権者の許諾を得ること 

方位・縮尺を記載 

４ 開 発 区 域 図 
縮尺 5,000 分の 1 以上 

開発区域は朱線で枠どり 

事務編 33 ページ 

編

冊

順

序 

書     類     名 備             考 

１ 開発行為許可申請書 

都市計画区域内は 

例規・様式編Ｐ62 

都市計画区域外は 

例規・様式編Ｐ63 

正副ともに押印すること 

２ 設 計 説 明 書  

３ 開 発 区 域 位 置 図 
縮尺 10,000 分の 1 以上 

著作権者の許諾を得ること 

４ 開 発 区 域 図 
縮尺 5,000 分の 1 以上 

開発区域は朱線で枠どり 

追加 
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著作権者の許諾を得ること 

方位・縮尺を記載 

５ 
公共施設管理者の同意書 

様式第 1 号 

開発区域外であっても、関連があ

る既存施設は同意を得ること 

６ 

公共施設管理予定者 

と の 協 議 経 過 書 

様式第 2 号 

開発区域外であっても、開発行為

に関する工事については、協議を

行うこと。 

７ 道路工事施行承認書 道路内工事を行う場合 

８ 
法 務 局 備 付 の 地 図 

( 公   図   等 ) 

法務局で取得した登記官の証明印

があるものを添付、開発区域線は

朱線で枠どり方位の表示、里道は

赤、水路は青で着色、コピーを添

付する場合は転写年月日、転写者

氏名記入捺印 

９ 土 地 調 書 
開発区域内、隣接地 

調査日、調査者氏名の記載、押印 

10 

権 利 者 同 意 書 

様式第 4 号 

（隣接地の同意書は様式 4号

を参考に作成のこと） 

○開発区域内権利者及び隣接土地

所有者 

・施行同意時のもの 

・土地一筆ごとの欄を作成し、記

名・押印 

・同意書が個人の場合は「同意年

月日、権利者の住所氏名」欄は

全て自署とする。また、自署で

ない場合は実印の押印、印鑑証

明書の添付 

・印鑑証明書の発行日と施行同意

欄の日付は３箇月以内 

・変更許可申請を行う際、新たに

開発区域に入る土地がある場合

は、その部分について施行同意

を取得 

○開発区域内権利者 

・根抵当権がある場合は筆ごと、

債務者ごとに施行同意書が必要 

著作権者の許諾を得ること 

５ 公共施設管理者の同意書 法第 32 条 

６ 
公共施設管理予定者 

と の 協 議 経 過 書 
法第 32 条 

７ 道路工事施行承認書 道路内工事を行う場合 

８ 
法 務 局 備 付 の 地 図 

( 公   図   等 ) 

開発区域線は朱線で枠どり 

方位の表示、 

里道は赤、水路は青で着色、
転写年月日、転写者氏名記入
捺印 

９ 土 地 調 書 開発区域内、隣接地 

10 権 利 者 同 意 書 
開発区域内権利者 

隣接土地所有者 

11 土地改良区の同意書 合併浄化槽を新設する場合 

12 設計者の資格申告書 1ha 以上の場合に必要 

13 資 金 計 画 書  

14 
申 請 者 の 資 力 等 

に 関 す る 申 告 書 

法人の登記事項証明書（個人
の場合は住民票）、 

納税証明書を添付 

15 
工 事 施 行 者 の 

能力に関する申告書 

法人の登記事項証明書、 

建設業の許可証明書を添付 

16 官 民 境 界 確 認 書  

17 登 記 事 項 証 明 書 
区域内の土地、建物の登記事
項証明書 

18 現 況 写 真 開発区域は朱線で枠どり 

19 
そ の 他 市 長 が 

必 要 と 認 め る 図 書 

市街化調整区域内の開発行為
については別途定める書類を
添付 

20 設 計 図 等 別表のとおり（表３．６） 

※ 「○」は必ず添付、「△」は内容によって添付、「×」 

は添付不要 

※ 「自己業務用大」は面積が 1ha 以上 

※ 用紙のサイズはＡ4 判 
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11 土地改良区の同意書 合併浄化槽を新設する場合 

12 
設計者の資格申告書 

様式第 5 号 

1ha 以上の場合に必要 

Ｐ32［表３．４ 設計者の資格］

及び（注）を参照 

13 

資 金 計 画 書 

別記様式第 3 

１ 収支計画 

２ 年度別資金計画 

◇添付書類 

・預金残高証明書（自己資金の場合） 

・融資証明書（借入金の場合） 

・自己の居住用又は１ｈa 未満 

の自己の業務用の場合は不要 

融資証明書には以下の内容を明記 

・当該開発行為の資金であること 

・開発区域の地名 

・融資時期（工事着手までに融資

が開始されること） 
融資元が金融機関でない場合は、

融資証明書に融資元の実印を押印

し、印鑑証明書及び預金残高証明

書を添付 

14 

申 請 者 の 資 力 等 

に 関 す る 申 告 書 

様式第 6 号 

法人の登記事項証明書（個人の場合は

住民票）、納税証明書を添付 

・納税証明書は原則として前年度

分の国税（法人は法人税、個人

は所得税）とする 

15 

工 事 施 行 者 の 

能力に関する申告書 

様式第 7 号 

法人の登記事項証明書、建設業の

許可証明書のコピーを添付 

16 官 民 境 界 確 認 書 

法務局に測量図がある場合は法務

局で取得した測量図と現地の境界

プレートの写真の添付でも可。 

17 登 記 事 項 証 明 書 

法務局で取得した登記官の証明印

があるものを添付（正本はコピー

不可、副本はコピーでよい）区域

内の土地、建物の登記事項証明書 

18 現 況 写 真 

・開発区域の全景 

（上空からの写真など） 

・開発行為の周囲 

（複数方向から撮影） 

・接続道路 

開発区域は朱線で枠どり 
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19 
そ の 他 市 長 が 

必 要 と 認 め る 図 書 

市街化調整区域内の開発行為につ

いては別途定める書類を添付 

20 設 計 図 等 別表のとおり（表３．６） 

 

 

※ 「○」は必ず添付、「△」は内容によって添付、「×」 

は添付不要 

※ 「自己業務用大」は面積が 1ha 以上 

※ 用紙のサイズはＡ4 判 

※ インデックス等で添付書類が分かるようにすること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

事務編 36 ページ 

 

造 成 計
画 

断面図 

1/1,000 以
上 

１．造成計画平面図 8．にあたる記号 

２．切土又は盛土をする前後の地盤面 

３．計画地盤面（計画高を明示） 

４．開発区域の境界（朱線） 

５．切土又は盛土の色別 
 

事務編 35 ページ 

 

造 成 計
画 

断面図 

1/1,000 以
上 

１．造成計画平面図 8．にあたる記号 

２．切土又は盛土をする前後の地盤面 

３．計画地盤面 

４．開発区域の境界（朱線） 

５．切土又は盛土の色別 
 

 

４ 

事務編 37 ページ 

(注)１．設計図には、これを作成した者が記名、捺印しなければ 

ならない。 

２．凡例は、「開発許可申請の手引き」添付の申請図書の凡 

例一覧表を参照すること。 

３．設計図の地盤高は標高で記載すること。 

４．設計図の縮尺は縮小版表示などにせず、縮尺を合わせる 

こと。 

事務編 36 ページ 

(注)１．設計図には、これを作成した者が記名、捺印しなければ 

ならない。 

２．凡例は、「開発許可申請の手引き」添付の申請図書の凡 

例一覧表を参照すること。 
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５ 

事務編 34 ページ 

12 設計者の資格申告書  ○ △ △ 
 

事務編 33 ページ 

12 設計者の資格申告書  △ △ △ 
 

変更 

６ 

事務編 40 ページ 

（１）基準の内容 

 前略 

種  別 用途の例示 利用形態 

４ 

地域型保
育給付の
対象とな
る小規模
保育事業
等 

家庭的保育
事業、小規
模保育事業
若しくは事
業所内保育
事業に供す
る施設 

児童福祉法（昭和２２年法律
第１６４号）第６条の３第９
項に規定する家庭的保育事
業、同条第１０項に規定する
小規模保育事業若しくは同条
第１２項に規定する事業所内
保育事業の用に供する施設等
であること。 

 

事務編 39 ページ 

 

追加 

７ 

事務編 50 ページ 

(12)  社会福祉施設 

前略  

［添付書類］ 
・理由書 ・県、市担当部局との調整を了した書類 ・
建築物配置図 ・建築物平面図 
・その他 

 

(13)  医療施設 

前略 

［添付書類］ 
・理由書 ・県、市担当部局との調整を了した書類 ・
建築物配置図 ・建築物平面図 
・その他 

 

事務編 49 ページ 

追加 
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事務編 51 から 52 ページ 

(14)  学校 

前略 

［添付書類］ 
・理由書 ・県、市担当部局との調整を了した書類 ・
建築物配置図 ・建築物平面図 
・その他 

 

８ 

事務編 51 ページ 

 

(16) 特例取り扱い（「ソフトビジネスパーク島根」における
建築物等の建築） 

 「ソフトビジネスパーク島根」の区域内における、建築物
等の建築を目的とする開発行為等で、以下の第１項の対象要
件に該当するものは、第２項の開発審査会への付議手続きに
より取り扱うこととする。 
1. 対象要件 

(1)区域 
「ソフトビジネスパーク島根」の区域とは、本特例施
行時点における以下の地番の土地の区域をいう。 

①研究開発・公共施設ゾーン 
松江市北陵町 1 番、1 番 1、1 番 2、2 番、3 番 1、3 番
2、3 番 3、3 番 4、3 番 5、3 番 6、3 番 7、3 番 8、3 番
9、3 番 10、3 番 12、3 番 13、3 番 14、3 番 15、4 番 1、
4 番 2、4 番 3、4 番 4、4 番 5、4 番 6、5 番 1、5 番 2、
6 番、7 番 1、7 番 2、8 番、9 番、10 番、11 番、12 番、
13 番、14 番、15 番、16 番、17 番、18 番、19 番、20
番、21 番、22 番、23 番、24 番、25 番、26 番、27 番、
28 番、29 番、30 番、31 番、32 番、33 番、34 番、35
番、36 番、37 番、38 番、39 番、40 番、41 番、42 番、
43 番、44 番、45 番、46 番 1、46 番 2、46 番 3、46 番
4、46 番 5、46 番 6、47 番、48 番、49 番 1、49 番 2、
49 番 4、50 番 1、51 番 1、51 番 2、51 番 3、52 番 1、
52 番 2、52 番 3、52 番 4、53 番 1、53 番 2、53 番 3、
54 番 1、54 番 2、54 番 3、55 番、56 番、57 番、58 番、
59 番、60 番、60 番 1、61 番 

②本社オフィスゾーン 
松江市北陵町 62 番、63 番、64 番、65 番。 
(2)建築物等の要件 

事務編 50 ページ 

新規 

追加 
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知事が「ソフトビジネスパーク島根」の理念、目的に沿
っていると認めた建築物等であること。 

(3)建築物等の用途 
「ソフトビジネスパーク島根」の区域を「研究開発・公共
施設ゾーン」「オフィスゾーン」に区分し、各ゾーンにお
いて許可する建築物等の用途は、将来における当該区域の
土地利用並びに周辺の土地利用との調和を考慮し以下の
とおりとする。 

① 研究開発型企業の業務用途に供する事務所、研究所、
工場 等 
パーク内で「研究開発」に取り組む企業 
パーク内の施設に研究開発スタッフ、研究機器等を確保
され、本区域内で実際に新製品、新技術の開発に取り組
む企業。この場合、製造部門の併設も可能。 

② 人材育成機関 
企業の発展に貢献する人材を育成する教育機関 
学校教育法に規定する大学、短大、高等専門学校、専修
学校、各種学校 

③ ソフト産業の業務用途に供する事務所、研究所 等 
産業の高度化、企業の研究開発をサポートする業種 
ソフトウエア業、情報処理サービス業、情報提供サー

ビス業、広告代理業、経営コンサルタント業、デザイン
業、ディスプレイ業、非破壊検査業、エンジニアリング
業、機械設計業、デジタルコンテンツ業、コールセンタ
ー業、データセンター業 等 

④ 試験研究機関 
・自然科学研究所 
理学、工学、農学、医学、薬学等の研究所 

・人文社会科学研究所 
文化、芸術などの人文科学又は政治、経済などの社会

科学に関する研究所 
⑤ ①～④以外の用途で、ソフトビジネスパーク島根の理
念、目的に沿っていると認められる事務所、研究所、工
場 等 

製造業に係る工場 等 
⑥ ソフトビジネスパーク島根に立地する企業の従業員を
主たる対象とする利便施設、公益施設 

コンビニエンスストア・飲食店（延べ床面積 200 ㎡以内の
もの）、医療法に規定する診療所、社会福祉法に規定する
保育所 等 
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■「研究開発・公共施設ゾーン」 
①～⑥のいずれかに該当するもので、準工業地域内に建
築できる用途の建築物等であること。 
（※準工業地域内に建築できる用途の建築物とは、建築基
準法（昭和２５年５月２４日法律第２０１号）別表第２
（ぬ）に掲げる建築物を除く建築物） 
■「オフィスゾーン」 
①～⑥のいずれかに該当するもので、第２種住居地域内に
建築できる用途の建築物等であること。 
（※第２種住居地域内に建築できる用途の建築物とは、建
築基準法別表第２（へ）に掲げる建築物を除く建築物） 

(4) 建築物等の形態、意匠 
本区域内の建築物等の形態、意匠は以下のとおりとする。 
① 建ぺい率   ６０／１００ 以下 
② 容積率  ２００／１００ 以下  
③ 壁面の位置 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、接面道路（一般車
両が通行しない管理用道路は除く）との境界にあっては、敷地
境界線（境界に法面がある場合は法肩線）までの距離は５ｍ以
上後退するものとする。ただし、敷地面積が５，０００㎡以下
の場合であって、敷地境界線と建築壁面との間に、高木（成木
に達したときの樹高が３ｍ以上の樹木をいう）の植栽を１０㎡
当たり１本以上の密度で行う場合にあっては、この限りではな
い。 
④ 敷地の面積 

１,０００㎡以上であること（ただし１(3)⑥は除く） 
2. 開発審査会への付議手続き 

上記記１．(3)①～④の用途に該当し１．に掲げるその他の基
準にすべて合致する建築物の場合は、あらかじめ開発審査会の
議を経たものとして取扱うこととし、事前に開発審査会に付議
することなく許可を行い、直近に開催される松江市開発審査会
に事後報告することとする。 
また、上記１．(3)⑤、⑥の用途に該当し１．に掲げるその他

の基準にすべて合致する建築物の場合は、許可に際しあらかじ
め開発審査会の議を経ることとする。 
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事務編 53 ページ 

（17）変更について 

開発審査会の議を経て許可を受けたものの変更手続きは、

再度開発審査会への付議が必要となる場合があるので、事前

に市長と協議しなければならない。 

事務編 50 ページ 

新規 

追加 
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事務編 67 ページ 

(6)  建築基準法との関連（省令第 60 条証明） 

   建築基準法の規定による確認を受けようとする者は、その

計画が本条の規定に適合していることを証する書面を確認

申請書に添付しなければならない。 

なお、省令第 60 条証明願には、「表５．３」の図書を添付し

なければならない。 

事務編 64 ページ 

(6)  建築基準法との関連（省令第 60 条証明） 

   建築基準法の規定による確認を受けようとする者は、その

計画が本条の規定に適合していることを証する書面を確認

申請書に添付しなければならない。 

 

追加 
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事務編 71 ページ 

(9)  建築基準法との関連（省令第 60 条証明） 

建築基準法による確認を受けようとする者は、その計画

が本条の規定に適合することを証する書面を、確認申請書

に添付しなければならない。 

なお、省令第 60 条証明願には、「表５．３」の図書を添付し

なければならない。 

（10）許可後の建築物に係る変更 

法第 43 条の許可を受けた後、建築物に変更を生じた場合、

再度許可が必要となる場合がある。事前に開発指導係に協議

すること。 

 

 

事務編 68 ページ 

(9)  建築基準法との関連（省令第 60 条証明） 

建築基準法による確認を受けようとする者は、その計画が本

条の規定に適合することを証する書面を、確認申請書に添付

しなければならない。 

追加 
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事務編 74 ページ 

[表５．３ 都市計画法施行規則第 60 条「開発行為又は建築等に関する

証明願」添付図書一覧]の追加掲載 

新規 

新規 

13 

事務編 77 ページ 

ただし、短期土地譲渡益重課制度、一般土地譲渡益重課制度に

ついては、平成 32 年 3 月 31 日までは認定を受けなくても適

用除外となっている。（詳細は税務署に確認すること。） 

事務編 77 ページ 

ただし、短期土地譲渡益重課制度、一般土地譲渡益重課制度につ

いては、平成 29 年 3 月 31 日までは認定を受けなくても適用除

外となっている。 

変更 

14 

技術編 33 ページ 

 松江市においては、特性係数法により下水道計画に採用している降雨強

度式を次に示す。 

        旧松江市内    ：Ｉ10＝4,420／（ｔ＋26）  

    玉湯町、東出雲町 ：Ｉ10＝6,443／（ｔ＋37） 

宍道町      ：Ｉ10＝5,324／（ｔ＋31） 

技術編 33 ページ 

 松江市においては、特性係数法により下水道計画に採用している降雨強

度式を次に示す。 

  松江市内    ：Ｉ10＝4,420／（ｔ＋26） 
追加 

 

 


